
 

 

 

■実施状況                                                  ＜令和８年８月時点＞ 

 令和７年度補正予算 令和８年度補正予算 

交付限度額 6億 3405万円     2620万円     

うち令和７年度 交付決定額 4億 8000万円（76%） ―円（―%） 

うち令和８年度 交付決定額 1億 5405万円（24%） 0円（0%） 

残額 0円（0%） 2620万円（100%） 
 
■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆きよせ市民生活応援給付金給付事業  事業費：４億８，４００万円（R7補正を活用）  ※食料品特別加算を活用 

 物価高騰の影響を受ける生活者への食料品等の経済的負担を軽減するため、食料品等の購入支援として市民一人あたり５千円の現金給付を実施する。 

 

◆小・中学校における就学援助支援事業  事業費：３,２５０万円（R7補正を活用） 

 国の要保護児童生徒就学援助費補助金の基準額が増額されたことに伴い、特に物価高騰の影響を受けやすい経済的理由によって就学困難と認められる学

齢児童生徒の保護者に対して、市の基準額も増額し、必要な支援を行う（小学校：1,000千円、中学校：4,000千円増額）。 

 

◆きよせ・チルドレンファーストチケット事業  事業費：２，９４１万円（R7補正を活用） 

 物価高騰が続く中で、0歳児から 5歳児（未就学児）までを養育している子育て世帯の経済的負担を軽減するため、1人あたり 10千円をきよせニンニン

ポイントアプリを活用した地域ポイントとして給付する。 

 
 

事業者支援 

◆物価高騰対策商工業者支援事業  事業費：４，３００万円（R7補正を活用） 

 原油価格、物価高騰の影響を受ける市内に主たる事業所がある中小企業者等を支援するため、直近 1年分の光熱水費、燃料費に要した経費の 10％（上限 100千

円）を支援する。 

 

◆介護事業所などにおける物価高騰支援事業  事業費：３,０４５万円（R7補正を活用） 

 原油価格、物価高騰の影響を受ける市内の介護事業所等を支援するため、エネルギー支援（130千円又は 100千円、90千円）、物価高騰支援（定員１人あたり

3.5千円又は 1.7千円/月）を行う。 

 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定 
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